


職員数（2023年4月1日時点）

187名

正職員

143名

嘱託
職員

パート 4名
出向 1名

嘱託職員
…定年退職後の再雇用

正職員

新卒入会

中途
入会

役員

18名

契約
職員

21
名



38億円
82

23

47

12
136事業規模（2021年度）

売上高
（百万円）

1,674

616

1,081

439

ガス機器の検査認証事業

教育講習・試験事業

ISO認証、森林認証等の
MS認証事業（QA事業）

環境ソリューション事業
（土壌汚染調査・対策工事）

人数
（人）

総務 役員



本部 東京事業所

東京都港区 東京都板橋区

名古屋事業所 大阪事業所

愛知県小牧市 大阪府大阪市

事業所

4ヶ所

2018年に
リニューアル



事業所

4ヶ所
本部

東京

名古屋
大阪

16名

42名

12名

13名

4
名

20
名

20
名

2名

18名 25名

3名

検査認証

講習・試験

QA事業

環境ソリューション

総務

役員

（2023年4月1日時点）
在宅勤務：5名
研修中：4名

3名



男性

全職員
（契約職員・パート・出向含む）

187名

6:4
男女比 （2023年4月1日時点）

120名
64.2%

女性 67名
35.8%



平均年齢（2023年4月1日時点）

48.0歳 20代
13.4%

30代
10.7%

40代
21.9%

50代
33.7%

60代
19.3%

187名

70代
1.1%

平均勤続年数
全体 17.4年

新卒入会者 20.4年

新卒入会男性 20.5年

新卒入会女性 20.2年



文理比（2023年4月1日時点）

3:7
正職員

143名

文系 42名
29.4%

理系 101名
70.6%
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（2022年度）

月平均残業時間

8.9時間
※正職員のみ（管理職を除く）94名で算出

（人）

（時間/月）

0:00

9:00

12:00
13:00

17:40

18:10

就業時間休
憩

就業時間

計算上、平均して

18:10には退社している
ことになる
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平均有休取得日数（2022年度）

12.6日
（人）

（日/年）

後述の「傷病休暇」の
取得日数は含まず

※役員・在宅勤務除く174名で算出



入社○年目 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 １０年目

平均残業時間
（時間／月） 0.3 8.9 9.8 9.6 11.9 10.3

該当者
なし 10.5 6.0 7.2

平均有休取得日数
（日／年） 10.5 12.9 15.7 12.9 14.0 12.0

該当者
なし 10.5 6.5 11.7
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平均残業時間（時間／月） 平均有休取得日数（日／年）

（年目）

勤続年数による
残業時間や
有休取得日数の差は
あまりなし。

参考



年間休日

120日以上
休日

・土曜日、日曜日

※９月の最終日曜日を除く

・祝日

・12月29日～12月31日、1月2日～1月3日

休暇

・年次有給休暇

・傷病休暇

・夏季休暇（２日）

・生理休暇

・産前産後休暇

・特別休暇

（結婚、出産、忌引、転勤など）

・ボランティア休暇

・育児休業

・介護休業 など

国家試験運営のため



入会日（4月1日）に

有給休暇付与10日

勤続年数 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目
７年目
以上

休暇付与日数 １０日 １５日 １６日 １７日 １８日 １９日 ２０日

4月1日入会の場合

1月1日付与

有給休暇

・半日単位で取得可

・５日分（40時間）まで

１時間単位の

時間休として取得可



昨年使用しなかった
有休の残り

今年付与された有休

失効有休

40日まで傷病休暇に

40日まで有給休暇として取得可

有給休暇としては失効⇒傷病休暇として積立可（上限40日）

簡略化して
説明しています



女性育休取得率

100%
（2013年4月～2023年3月 対象者：のべ７名）

産前産後休暇 育児休業 育児短時間勤務

産前６週間
＋

産後８週間
子が１歳に達する日まで

子が３歳に達する月が
属する年度末まで

１日の労働時間を２時間短縮
または１週の労働日数を２日短縮

簡略化して
説明しています

期
間

男性の育休取得は
今後の課題です

対象者の方全員がその後仕事に復帰されています



自己負担

自己啓発補助

年度30,000円まで
※受講料の70%をＪＩＡが補助

TOEIC受験料全額補助
※年度あたり１回まで

現状、書籍の購入には
利用できません

2,1000円

9,000円

例） 2022年8月
○○講座受講料 30,000円

ＪＩＡ補助

2023年2月
△△検定受験料 20,000円

9,000円

11,000円

ＪＩＡ補助

自己負担

年
度
リ
セ
ッ
ト

××ゼミ



ＪＩＡ補助

上限：20,000円

人間ドック検診料

本人負担5,000円
対象：満35歳以上の職員、職員の配偶者で扶養家族・満35歳以上の方

※年度あたり１人１回まで

残りの金額

5,000円

20,000円

健保指定の医療機関で
受診した場合

自己負担

ＪＩＡ補助

上限：15,000円

健保負担

残りの金額

20,000円

健保指定以外の医療機関で
受診した場合

自己負担

ＪＩＡ補助

上限：20,000円
残りの金額

10,500円 自己負担

職員 配偶者

年に一度の｢定期健康診断｣は
全額ＪＩＡ負担です



その他福利厚生など

福利厚生サービス

｢福利厚生倶楽部｣を導入しています

・・・全国各地でさまざまなサービスを
お得な価格で受けられます

ＪＩＡで人気なサービス

スポーツクラブ

旅行・宿

娯楽

1

2

3
・
・
・

テニスコートの貸出など

ホテル、旅館の割引など

カラオケの割引、映画、水族館のチケットなど

転勤者には

社宅制度があります

・実質家賃負担が軽減

・水道光熱費の一部補助 など

共済会制度があります

見舞金、祝金、傷病手当や

出産手当の補給金 など
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